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１. はじめに

２. 内外経済情勢

３. 日本銀行の金融政策運営
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1980～2019年

平均：＋3.5％

2019年：

＋2.9％

2020年：

-4.9％

2021年：

＋5.4％

ＩＭＦ見通し

世界経済

（注）右図は、製造業は、J.P.Morganグローバル製造業ＰＭＩ。サービス業は、J.P.Morganグローバルサービス業ＰＭＩ事業活動指数。
（出所）ＩＭＦ、IHS Markit (© and database right IHS Markit Ltd 2020. All rights reserved.)

世界経済成長率
（ＩＭＦ６月見通し） グローバルＰＭＩ

図表１２．経済情勢
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図表２

個人消費・輸出

（注）1. 日本銀行スタッフ算出。
2. 左図の消費活動指数（旅行収支調整済）は、除くインバウンド消費・含むアウトバウンド消費。

（出所）日本銀行、財務省等

消費活動指数（実質） 実質輸出
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図表３

消費者物価指数 上昇・下落品目比率

消費者物価

（注）1. 左図の消費者物価指数は、2014/4月の消費税率引き上げの影響を除く。
2. 右図は、消費者物価指数（除く生鮮）の上昇品目比率－下落品目比率。上昇・下落品目比率は、前年比上昇・下落した品目の割合。

（出所）総務省、日本銀行

２．経済情勢
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企業等の資金繰り支援

新型コロナ対応資金繰り支援特別プログラム ： 総枠約１３０兆円＋α

ＣＰ・社債等の買入れ ： 残高上限約２０兆円（従来は約５兆円）

新型コロナ対応金融支援特別オペ ： 約１１０兆円

金融市場の安定確保

ＥＴＦ・Ｊ－ＲＥＩＴの積極的な買入れ

図表４３．金融政策運営

日本銀行の新型コロナ対応

ＥＴＦ ：年間約６兆円ペース → 当面、上限年間約１２兆円ペース
Ｊ－ＲＥＩＴ：年間約900億円ペース → 当面、上限年間約1,800億円ペース

円貨および外貨を潤沢かつ弾力的に供給

国債のさらなる積極的な買入れ：無制限

米ドル資金供給オペ拡充：無制限
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図表５

金融環境

（注）1. 左図のＣＰ発行利回りの2009/9月以前はａ-１格以上、2009/10月以降はａ-１格。社債発行利回りは、単純平均値、起債日ベース。対象は国内公募社債で、
銀行や証券会社などの発行分は除く。銀行貸出金利、社債発行利回りは、後方６か月移動平均。

2. 右図の民間銀行貸出は平残前年比、ＣＰ・社債計は末残前年比。民間銀行貸出には、企業向けのほか、個人向け、地方公共団体向け等も含む。
（出所）Bloomberg、日本銀行、証券保管振替機構、キャピタル・アイ、アイ・エヌ情報センター
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